
第三セクターの改革に向けた取組状況（平成２９年度末現在） 

 

１ 法人名：公益財団法人石巻地域高等教育事業団 

 

２ 所管部署：総務部総務課 

 

３ 改革が必要な理由（「第三セクターに関する指針」の改革取組の必要基準より） 

   ・経営が悪化しているおそれのある法人（直近３期全てにおいて経常損失が生じていること。） 

 

４ 取組状況 

 

取 組 項 目 
石巻市の指導方針及び石巻市の指導に 

対する法人の考え方（抜粋） 

取組計画 Ｈ29 取組状況 

（実施・進行中・未実施） 
実施した取組内容の詳細 

取組を実施した事に 

よって得られた成果 

現在の状況、 

H30 年度の取組予定 実施時期 実施内容 

（１）財源の長期

予測と出資

団体間の認

識共有 

【石巻市の指導方針】 

中長期計画を作成し、出資団体である

各市町への説明を実施すること。 

【法人の考え方】 

事業実績に基づいた中長期計画の作成

に着手し、構成市町に対して法人事業

財源の状況及び中長期計画についての

説明を実施する。 

平成２９年度 中長期計画の作成 進行中 

構成市町からの出資金を財源と

し各種事業や法人運営を行って

いるが、平成２９年度は主要事

業である奨学金貸与事業の貸与

者が０名だったことから、定時

理事会及び評議員会でこの結果

について説明を行い、今後の奨

学金貸与事業の在り方や、貸与

方法を含めて研究していくこと

とする方向性を示した。 

 

現行の奨学金貸与事業の実施につ

いては、これまでの財政シミュレ

ーションから当面の実施は可能で

あることが示されている。しか

し、貸与者が０名だったことを受

け、事業の見直しも含めて、今後

研究していくこととした。その結

果、貸与方法等の再考が必要とな

った場合は、財政運営にどう影響

を与えるか配慮しながら研究して

いく必要がある。 

現在は、今年度の募集期間や周知

方法など検討している段階であ

る。今年度の貸与人数についても

昨年と同様の結果になった場合に

は、奨学金貸与事業の在り方につ

いて貸与方法など研究、また、財

政シミュレーションについても同

時に行いながら、中長期計画の作

成に努めていきたいと考えてい

る。 

 

平成２９年度 
構成市町へ中長期計

画等の説明 
未実施 

（２）長期予測に

基づく対応

について 

【石巻市の指導方針】 

事業財源の枯渇を回避するための取組

に着手するタイミングを計る指標の設

定について検討すること。 

【法人の考え方】 

構成市町に対して、事業団の財務状況

を示し、追加出資の可能性及び事業内

容について検討する。 

平成２９年度 

本事業団の財務諸

表、中長期計画を作

成 

進行中 

平成２９年度 

構成市町に対し、財

務状況、中長期計画

を説明 

未実施 

（３）情報公開に

ついて 

【石巻市の指導方針】 

積極的な情報公開に努めること。 

【法人の考え方】 

財源の長期予測や設定した指標（財務

数値）について積極的に情報公開に努

める。 

平成２９年度 
中長期計画（指標等）

の作成 
進行中 

－ － 

情報公開方法等を検討し、構成市

町へ中長期計画について説明後、

情報公開に努める。 

平成２９年度 中長期計画の公開 未実施 



第三セクターの改革に向けた取組状況（平成２９年度末現在） 

 

１ 法人名：石巻産業創造株式会社 

 

２ 所管部署：産業部産業推進課 

 

３ 改革が必要な理由（「第三セクターに関する指針」の改革取組の必要基準より） 

   ・経営が悪化しているおそれのある法人（累積欠損金があること。） 

 

４ 取組状況 

取 組 項 目 
石巻市の指導方針及び石巻市の指導に 

対する法人の考え方（抜粋） 

取組計画 Ｈ29 取組状況 

（実施・進行中・未実施） 
実施した取組内容の詳細 

取組を実施した事に 

よって得られた成果 

現在の状況、 

H30 年度の取組予定 実施時期 実施内容 

（１）法人が担う

べき役割の

明確化 

【石巻市の指導方針】 

新たに委託する事業を着実に実施し、

また、事業実施に当たっては、「石巻市

の産業復興の中核的な役割」を果たす

ため、実施事業の効果を検証すること。 

【法人の考え方】 

地域の企業を支援する（仮称）ISS サポ

ートセンターを企業支援担当部門に設

置し、次の取組を行う。 

① 創業期から安定期まで切れ目のな

い地域企業等の経営支援 

② 地域資源を活かした６次産業化・

地産地消推進支援 

③ 産学官及び地域企業等の連携支援 

④ 地域企業等への支援情報や活動状

況紹介などの情報発信 

平成２９年度 

（仮称）ISS サポー

トセンターを開設

し、地域企業に対し

事業内容等センター

の認知を図る。 

実施 

平成２９年４月１日に地域企

業の総合支援無料相談窓口とし

てＩＳＳビジネスサポートセン

ター「Ｉ－Ｂｉｚ」を４名体制で

設置した。 

「Ｉ－Ｂｉｚ」として創業者に

対する相談やセミナーの開催を

はじめ、既存企業に対する経営相

談や若手経営者の能力向上を図

るためのセミナー等の開催を行

った。 

また、産学官グループ交流会に

対する支援としてＩＭプロジェ

クトの事務局として、プロジェク

ト活動の支援を行うとともに、地

域資源活用事業への支援を行っ

た。 

 

平成２９年６月１日にホームペ

ージを全面改訂し、東北経済産業局

をはじめとした企業支援機関等の

最新支援情報の発信が図られた。 

セミナーについては、既存の創業

開成塾等を継続して開催し、創業者

に対する支援が図られた。また、よ

ろず支援拠点と連携し「売上アップ

のための広報戦略セミナー」等を開

催するとともに、若手経営者を対象

に経営革新塾を開催し、既存事業者

への支援が図られた。 

また、平成３０年１月１８日仙台

国際センターで開催された「産学官

金連携フェア」に企業支援機関とし

て出展し、「Ｉ－Ｂｉｚ」の認知が

図られた。 

石巻地域産学官グループ交流会

の事務局に加わり、相談窓口、連携

支援、事業企画運営の役割を担うこ

ととし、より積極的に地域課題への

取組支援を行っていく。 

セミナーについては、創業開成塾

や経営革新塾を引き続き開催する

こととし、地域の経営者の資質向上

を図っていく。 

 
平成３０年度 

（仮称）ISS サポー

トセンターの地域企

業からの相談窓口と

しての定着を図る。 

 

平成３１年度 

有料の新たな支援事

業の提供など独自収

益事業の拡大を図

る。 

 

（２）法人の体制

（人員）の

再検討 

【石巻市の指導方針】 

新たに実施する委託事業において、人

員を含む体制の強化と関係団体との連

携体制を構築すること。 

【法人の考え方】 

地域事業者の支援経験を有する人材を

採用するとともに、それらの人材の経

験等を企業支援に生かしていく体制を

構築する。 

平成２９年度 

支援経験者等の人材

確保及び体制の構

築。 

実施 

産業復興支援員を「Ｉ－Ｂｉ

ｚ」の支援員として採用するとと

もに、企業活動の支援経験者を募

集し、採用した。 

６次産業化地産地消推進センタ

ーで活動していた産業復興支援員

３名を「Ｉ－Ｂｉｚ」の支援員とし

て採用することとしたが、年度途中

で２名が退社し、内１名を募集し経

営コンサルタント経験者を採用す

ることができた。また、宮城県環境

コーディネーター経験者１名を採

用することができた。 

空席となっていた産業復興支援

員１名について募集を行い、平成３

０年６月から石巻市産業部任期付

職員経験者を採用した。 

経営、技術、市民活動、金融、行

政等多様な経験者の体制が構築で

きたことから、他の支援機関と連携

し地域企業の様々な課題等への支

援を図っていく。 

平成３０年度 
事業の着実な実施及

び体制の充実。 
 

平成３１年度 
事業の着実な実施及

び体制の充実。 
 



 

 

（３）業務別の活

動指標と成

果指標の設

定・共有 

【石巻市の指導方針】 

活動指標及び成果指標の再検討及び事

業実施後のフォローアップを行い、事

業成果を踏まえ、新たな事業展開を検

討し、独自事業実施若しくは市委託事

業等へ反映していくこと。 

【法人の考え方】 

（仮称）ISSサポートセンターの活動に

対し、支援企業数等の具体的な数値目

標を設定するとともに、創業件数など

を成果指標に定め、実施事業の効果の

検証を行う。 

平成２９年度 

(仮称)ISS サポート

センターの周知を目

的にマスコミへの露

出や情報発信件数な

どを活動指標に設定

する。 

実施 

創業開成塾等セミナーや経営

相談件数について数値目標を設

定し、活動を実施した。 

また、「ＩーＢｉｚ」の周知を図

るため関連機関と連携するとと

もに、関連機関が実施する事業に

積極的に参加した。 

セミナー等開催については、創業

開成塾、なでしこ開成塾を開催する

とともに、新たに「売上アップのた

めの広報戦略セミナー」、「ＩＴを取

り入れて、らくらく経営術セミナ

ー」、「経営革新塾」等を開催した。 

また、経営相談会については、新

たに訪問相談を開催した。 

経営相談会・セミナーの目標開催日

数４０日に対し７４日開催し、延べ

２７４人が受講及び相談を行った。 

石巻の未来を考える石巻 2025 会

議に創業支援機関として参加し、

「Ｉ－Ｂｉｚ」の活動を紹介すると

ともに、他の創業支援機関と連携を

図ることで合意した。 

情報発信については、当社ホーム

ページにおいて各関係支援機関等

が実施している中小企業者向けの

支援制度やセミナー等の最新情報

を２２９件ほど掲載した。 

創業開成塾、なでしこ開成塾、経

営革新塾については、継続して開催

するとともに、水産業等地域企業が

抱える課題についてのセミナーを

開催し、課題解決への支援を図って

いく。 

また、創業に対する意識を醸成す

るため石巻専修大学等と連携し、

中・高生に対してのアントレプレナ

ーの開催を検討する。 

目標相談回数については、前年度

の延８５件を上回る、延１００件を

目指し活動を行う。 

平成３０年度 

(仮称)ISS サポート

センターの定着を目

的に相談回数などを

活動指標に設定す

る。 

 

平成３１年度 

実施事業毎に活動指

標を設定するととも

に、創業件数などを

成果指標に定め、事

業の効果の検証を行

う。 

 

（４）法人ならで

はの産業振

興の推進 

【石巻市の指導方針】 

新規事業においては、今後の産業支援

に向けた体制を構築すること。 

また、新たな事業展開を検討し、独自

事業実施若しくは市委託事業等へ反映

していくこと。 

【法人の考え方】 

有料による質の高い支援を求める企業

に対しては、要望に対応できるよう他

の専門支援員との連携体制を構築する

とともに、有料による支援が独自に提

供できるよう職員の能力向上を図る。 

平成２９年度 

地域企業が有料でも

活用したいと考える

支援事業を把握し、

提供可能な支援事業

の検討を行う。 

実施 

地域企業を訪問し、企業の課題

を把握するとともに企業の支援

機関へのニーズについて聞き取

りを行った。 

 経営者の右腕となり経営をサポ

ートする人材や生産工程管理等を

行う人材等の育成について需要は

増えてきているものの、有料での育

成については未知数の部分がある

とともに、育成した人材に応分の報

酬を払うことができるか、現状では

難しいと感じられた。 

 補助金の活用等の需要も多く、ま

た、企業連携の事務を担う需要も多

くなると思われることから、有料で

請け負うために必要な資格等につ

いて検討する。 

 また、中小企業庁の経営革新等支

援機関認定については、中小企業大

学校での受講が必要であることか

ら、機関認定の必要性を含め検討す

る。 平成３０年度 

中小企業庁の経営革

新支援機関への認定

を申請するととも

に、具体的な有料支

援事業の構築を図

る。 

 

平成３１年度 

有料支援事業の提供

を開始するととも

に、職員の能力の充

実を図る。 

 



第三セクターの改革に向けた取組状況（平成２９年度末現在） 

 

１ 法人名：網地島ライン株式会社 

 

２ 所管部署：復興政策部地域振興課 

 

３ 改革が必要な理由（「第三セクターに関する指針」の改革取組の必要基準より） 

   ・経営が悪化しているおそれのある法人（①累積欠損金があること。） 

 

４ 取組状況 

取 組 項 目 
石巻市の指導方針及び石巻市の指導に 

対する法人の考え方（抜粋） 

取組計画 Ｈ29 取組状況 

（実施・進行中・未実施） 
実施した取組内容の詳細 

取組を実施した事に 

よって得られた成果 

現在の状況、 

H30 年度の取組予定 実施時期 実施内容 

（１）財務状況の

把握と情

報公開に

ついて 

【石巻市の指導方針】 

財務諸表の項目について、積算根拠が

わかりやすい詳細な資料の提出を検討

すること。 

【法人の考え方】 

決算報告書の内訳書をベースとした詳

細資料を別途作成・提出し、収益構造の

見える化を図る。 

平成２９年度 

株主総会承認後の決

算報告書をベースと

した各種内訳書の提

出 

実施 

財務諸表をはじめ、損益計算

の根拠となる各種データを開

示。 

役員報酬月額など経営に関わる

情報を開示いただき支出に無駄

のないことを確認した。 

収益構造を明確にすることで、

経営等に無駄のない支出がなく、

効率的な経営が行われていること

を確認した。 

引き続き、同様の取り組みを推

進し、収益構造の透明化を図り、

より一層の効率化を目指してい

く。 

平成３０年度     

平成３１年度     

（２）債務超過と

累積欠損

の解消に

ついて 

 

 

 

 

 

【石巻市の指導方針】 

航路改善協議会の構成委員となり、市、

国、県と情報を共有しながら、経営課題

の解決に向けた航路改善計画を検討す

ること。 

【法人の考え方】 

平成 27年度決算期には債務超過状態を

脱し、平成 28年度には累積欠損の解消

を果たした。航路改善協議会への参画

を通じ航路改善計画の策定を進めると

ともに、計画に基づく効率的な事業運

営を実施していく。 

平成２９年度 

航路改善計画修正・

策定(導入船舶規模

の変更)、航路改善計

画に基づく事業運営

(新寄港地追加、船舶

の設計・建造) 

実施 

平成 26 年 9 月に、国、県、離

島住民、財務会計の専門家（税理

士）、航路事業者で構成する石巻

～長渡航路改善協議会を設置。新

造船、新寄港地等の短期・長期の

航路の改善施策案を盛り込んだ

航路改善計画を策定した。 

平成 26 年度から 4 ヵ年連続で最

終損益が黒字となり、平成 28 年度

は累積欠損額も解消された。併せて

平成 27 年度から資産総額が負債を

上回り、債務超過状態も解消されて

いる。現在は、財務基盤の強化に主

軸を置いている。 

航路改善計画に基づく改善施策

の実施を推進するとともに、アンケ

ートにて抽出された、石巻中心市街

への新寄航港地追加要望について

国との協議を進め、平成 30 年夏頃

の供用開始を目指している。 

平成３０年度 

航路改善計画に基づ

く事業運営(船舶の

建造、新船就航開始) 

    

平成３１年度 
航路改善計画に基づ

く事業運営 
    



 

 

（３）新造船につ

いて 

 

 

 

 

 

 

【石巻市の指導方針】 

航路改善協議会により策定された航路

改善計画を遵守し、新造船事業に取り

組むこと。 

【法人の考え方】 

導入船舶の規模を 100 トン・120 トン各

一隻に変更したことにより、再協議・計

画修正が生じたことから、国・県・市と

の情報共有をより一層密にし、就航時

期を可能な限り早めることで航路の安

全性確保に努める。 

平成２９年度 

航路改善計画修正・

策定(導入船舶規模

の変更)、航路改善計

画に基づく船舶の設

計・建造 

実施 

新船舶建造費として国庫補助

金を活用するため、平成 26 年 9

月に国、県、離島住民、財務会計

の専門家（税理士）、航路事業者で

構成する石巻～長渡航路改善協

議会を設置し、新規造船に向け航

路改善計画を策定した。 

 平成 28 年 5 月に大型船 2 隻の計

画に変更し、国庫補助金を活用し、

新造船建造事業に着手中 

 平成 30 年 8 月カーフェリー、12

月に高速船の導入に向けて関係機

関と調整中。 

平成３０年度 

航路改善計画に基づ

く事業運営(船舶の

建造、新船就航開始) 

 

   

平成３１年度 
航路改善計画に基づ

く事業運営 
 

   

（４）離島への観

光客増加

策につい

て 

 

 

 

 

 

 

【石巻市の指導方針】 

離島航路関連インフラの復旧時期に合

わせ、具体的な観光客増加策を検討す

ること。 

【法人の考え方】 

離島の観光資源を活用したイベントを

実施するととともに、情報発信を通じ

た島外利用需要の喚起に取り組む。ま

た、新船舶導入により効率的な輸送を

実施することで、ピーク時の航路利用

者の利便性向上を図り、継続的な島へ

の訪問につなげていく。 

平成２９年度 

イベントの企画・実

施、メディアへの情

報提供の強化 

実施 

マスメディアへの離島情報の

提供を通じた認知度向上、全国離

島イベントなど、離島への観光客

誘致施策を実施した。 

平成 25 年以降、観光拠点の復興

等により、近年は震災前を上回る活

況となっている。着実に利用者は増

加しており、認知度が向上されてい

ると推察される。 

 引き続き、外部メディアへの情報

提供、イベントでの PR を行い、島

の魅力を発信していく。 

平成３０年度     

平成３１年度     


